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要  望  書 

 

第１ 要望の趣旨 

当連合会構成団体が求める別紙要望書１乃至５記載の各要

望事項について、本年度中に必要な措置を講ずることを求め

る。また、本年度中の対応が困難な事項については、令和９

年度予算編成において、その実現に必要な概算要求を行うこ

とを求める。 

 

第２ 要望理由 

１ 人々が安心して地方で暮らすためには、生活基盤として各地域に必

要な公的施設が適切に整備されていることが必要です。とりわけ、近

時の共同親権制度の導入や成年後見制度利用促進基本計画の推進等に

鑑みれば、地域の裁判所は、地域住民にとって従前にも増して必要性

の高いライフラインであり、基本的人権を実効的に保障するための重

要な社会的インフラであるといえます。そのため、地方においても、

子ども・高齢者・障害者を含む全ての住民にとって享受すべき諸権利

が等しく保障された裁判所の整備・充実が強く求められます。 

しかし、全国には、地域の社会状況に見合った裁判所施設が整備さ

れていない地域や、施設自体は存在していても司法機能を適切に果た
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すために必要な人的物的基盤が備わっていない地域が存在します。 

そういった地域の中には、裁判所の改善・充実を求め、地方自治体

と各種関連団体等とが一体となって「協議会」を設立し、積極的に活

動している地域が一定数存在します。当連合会は、それらの協議会の

連合体組織として令和７年３月４日に設立し、「全国各地域の裁判所

における人的、物的、機能的基盤整備を求めるとともに、国の予算に

おける裁判所予算の拡充」の実現を主たる目的として、国の関係機関

に対する要望活動等を行っています。なお、当連合会には、令和８年

５月に、木曽の司法をあきらめない協議会が正会員として加入し、今

後も更なる組織拡大を予定しています。 

２ 裁判所の地域格差の問題については、従前より全国各地において地

元弁護士会による改善要望が行われてきました。そのような中、当連

合会の構成団体たる各協議会は、弁護士会だけでなく、地元自治体、

関係士業団体その他の地域関係者が連携し、地域住民の切実な声を基

礎とした活動を積極的に展開しています。各協議会が取り組む課題

は、裁判を受ける権利の実効的保障にとどまらず、子どもの権利保

障、障害者・高齢者の権利保障にも深く関係し、我が国の司法アクセ

ス及び人権保障のあり方そのものに関わる深刻な問題を内包していま

す。 

当連合会を構成する各協議会の要望を実現するためには、裁判所の

人的体制の充実や物的設備の整備等のため一定の予算措置を要します

が、これらの要望はいずれも各地域の社会的実情及び住民の司法アク
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セス権確保の必要性に根ざした極めて正当なものです。それにもかか

わらず、各協議会から長年継続的になされてきた要望事項の多くにつ

いて、現在に至るまで実効的な対応が殆ど講じられていません。 

 ３ 昨年度、当連合会としては初めての要望をいたしましたが、その後

成立した令和８年度国予算においては、裁判所所管予算が当初予算ベ

ースで約３４９５億円（補正後約３６１４億円）となり、当初予算と

しては過去最高額が計上されました。家庭裁判所の充実強化関連経費

についても一定の増額が図られているところであり、これらの予算措

置が当連合会を構成する各協議会の要望事項の実現にも着実につなが

っていくことを期待しております。 

もっとも、予算増額の大半はデジタル化関連経費であり、当連合会

の要望事項の一部に資する面はあるとしても、地域における裁判所の

人的・物的基盤の不足といった根本的課題に直接対応する増額とは言

い難い状況にあります。 

 ４ 当連合会の要望は、その多くが地域の裁判所の人的物的基盤の整備

を求めるものです。 

この点、人的基盤に関していえば、家庭裁判所調査官について、平

成２２年度から令和６年度までの１５年間に全国で僅か２名しか増員

がなされてこなかった中、本年度１年間で１０名の増員が図られたこ

とは、一定程度評価すべき前向きな動きといえます。他方で裁判所職

員の定員は１２６名もの減員がなされており、当連合会が求める地域

の裁判所機能充実という方向性に逆行する側面があることは否定でき
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ません。 

貴庁は、従前より、国の行政府における定員合理化方針に協力する

観点から、これに準じて定員の削減を行っている旨の説明をしていま

す。しかし、実際には、行政府の定員は各種の社会的要望に対応する

形で継続的に増加しており、必要な行政需要に応じた人的体制の整備

が図られています。それにもかかわらず、本来、国民の基本的人権を

支える基盤である司法部門として直接の定員合理化対象ではない貴庁

が、地域社会からの強い人的体制充実の要請が存在するにもかかわら

ず減員を進めているという現状は、結果として自ら司法機能の弱体化

を招いているものと言わざるを得ません。 

また、物的基盤の面についていえば、令和８年度予算において、裁

判所施設整備関係予算は約２０億円の減額となっており、当連合会が

求める地域における裁判所機能の充実という方向性に逆行する側面が

あるように見受けられます。 

次年度の概算要求においては、当連合会構成団体による長年の要望

も踏まえ、地域の裁判所に必要な人的物的基盤を十分に整備しうる水

準の予算要求を行っていただくよう、強く要望いたします。 

 ５ そもそも、裁判所予算は、国家三権のひとつである司法権を支える

ものでありながら、国の予算全体に占める割合は１％にも満たず、長

年にわたり僅か０．３％台で推移してきました。しかも、近年では

０．３％も割り込む状況に至っており、令和８年度予算においても、

その割合は当初予算ベースで０．２９１％、補正後では０．２７１％
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にとどまっています。このような状況は、司法基盤に対する財政的支

援が相対的に低下傾向にあることを示すものであり、憂慮すべきもの

といえます。 

 ６ 前述したとおり、当連合会を構成する各協議会の要望事項の中に

は、長年にわたり繰り返し改善を求めてきたものも少なくありませ

ん。しかしながら、その殆どについて、これまで実質的な改善が図ら

れてこなかったのが実情です。中には、条約又は法令上の義務違反の

状態に至っていると思われる問題が生じている事項も存在しているに

もかかわらず、貴庁から国に対して行われる予算要求は、なお過度に

抑制的であると言わざるを得ません。 

当連合会の各構成団体は、それぞれの地域住民の権利保障を実現す

るとともに、地域の実情に応じた真の地方創生を実現するため、地域

司法の充実を目指して活動しています。 

貴庁におかれましては、当連合会の各構成団体の要望事項について

改めてご検討のうえ、令和８年度事業として速やかに実現していただ

きたく要望いたします。また、仮に本年度中の実現が困難である場合

には、当連合会構成団体の各地域をモデル地域として位置付けて要望

事項を実現していくなど、新しい方策も含めて令和９年度事業として

計画化していただくとともに、その実現に必要十分な概算要求を行っ

ていただくよう、切に要望いたします。 

以上  
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地域司法充実のための協議会連合会 

会長  佐久広域連合長  栁 田 清 二 
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最高裁判所長官 

今 崎 幸 彦 様 

 

 

 

 

長野地方・家庭裁判所佐久支部へのエレ

ベーター設置、家庭裁判所調査官の常駐、

及び少年審判の取扱いを求める要望書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裁 判 所 佐 久 支 部 の 充 実 を 求 め る 協 議 会 

 

別紙要望書１
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要  望  書 

 

第１ 要望の趣旨 

１ 長野地方・家庭裁判所佐久支部庁舎に、早急にエレベータ

ーを設置すること。 

２ 長野家庭裁判所佐久支部に、家庭裁判所調査官を直ちに常

駐させること。 

３ 長野家庭裁判所佐久支部において、早期に少年審判の取り

扱いを開始すること。 

 

第２ 要望理由 

１ 佐久支部管内の社会状況 

（１）長野県発表の「２０２５年中の長野県の年間人口増減」によれば長

野地方・家庭裁判所佐久支部（以下「佐久支部」という）管内の人口

は、令和８年１月１日時点で２０万４６７人であり、県内６支部の中

では３番目に多い状況です。佐久支部管内の面積は香川県の県土の

８割強に相当する１５７１．１７㎢と広大で、管内地域には１１市町

村が存在します。直近の統計で、このうち５市町村において人口社会

増を記録（佐久市４３９人増、小諸市１７８人増、軽井沢町２２８人

増、御代田町２２１人増、南牧村２５人増）し、管内全体で１０９１

人の人口社会増を記録しています。これは、前回２０２４年の統計に
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おける８市町村１３０３人の人口社会増、前々回２０２３年の統計

における５市町村１１６９人の人口社会増と同程度に良好な数値で

あり、一過性の現象ではないことを示しています。特に、上記佐久市

の４３９人の社会増は県内７７市町村で最多の数字であり、また、御

代田町は県内市町村で唯一日本人純人口が増加している自治体でも

あります。なお、２０２０年には軽井沢町が全国の町村で最多の５９

５人の人口社会増を記録しています。 

 （２）佐久支部管内は、旧来の中山道・北国街道に加え、近年の北陸新幹

線・中部横断自動車道等の整備により、現代においても交通の要衝と

しての地位を確立しており、人口動勢についても、前述した直近数年

間の統計だけでなく、過去２０年に遡ってみても長野県内で最も良

好な傾向を示している地域です。 

加えて、近年では約２１．４ha に及ぶ佐久平駅南土地区画整理事

業における公共施設工事・造成工事が完成し、北信越地方最大のホー

ムセンターやショッピングモール等が建設され、今後さらに、大型マ

ンションやホテル等も建設予定であり、佐久平駅周辺の更なる人口

増加と、人流の大幅増大が確実な状況です。令和６年の北陸新幹線各

駅当たりの１日平均乗降客数を見ても、上田支部管内の上田駅２８

１５人に対し、佐久支部管内の佐久平駅は３４０９人であり、既に上

田地域を凌駕している状況です（なお、同４７６７人の軽井沢駅も佐

久支部管内です）。 

 （３）地域の社会状況に応じた改善の必要性 

当協議会は、平成３０年の設立以来、地域の実情について、大臣経
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験者を含む国会議員の方々や関係省庁のしかるべき方々にご理解い

ただきながら、貴庁をはじめとする国の関係機関等にこれらの要望

をし続けてきました。令和３年度には、佐久支部庁舎への児童室の設

置を含む改修工事により一定の改善がなされましたが、実際に佐久

支部の実情を知っていただけたほぼ全ての方々から、近年の佐久支

部の社会状況に鑑みれば、エレベーター設置・家裁調査官常駐・少年

審判取扱いのいずれも実現してよい地域であるとの感触を得ていま

す。ところが、これらの要望がなかなか実現しません。 

その最大の理由は何なのか考えてみるに、佐久支部がかつて乙号

支部に分類されていたことの名残りに過ぎないのではないかという

疑念が生じています。しかしながら、司法制度も時代の流れや社会情

勢に応じて改善しなければならないことは当然であって、特に実際

の地域の社会状況から目を背け続けることはあってはならないはず

です。 

 

２ エレベーターの設置（要望の趣旨１）について 

（１）佐久支部庁舎は、傍聴席を備えた法廷が２階にしかないにもかかわ

らず、県内支部において唯一エレベーターが設置されていません。そ

のため、利用者にとって不便・危険であることは勿論、特に障害者（日

常生活において継続的に相当な制限を受けている高齢者を含む）が

裁判手続等の直接・間接の参加者になる場合の司法アクセスが十分

に保障されているとは言えない状況にあります。また、調停委員を含

む裁判所職員の労働環境としても問題があります。 



- 11 - 

 

（２）実際の不都合事例として、「人生の一大事で裁判所に来ているとい

う意識も相俟って、普段階段を避けている高齢者等が無理をして階

段を上ってしまうことが日常的にある。その方が、階段を下る際には

更に危険である」「松葉杖を利用している当事者がとても苦労してい

た」「乳児を連れたお母さんにとっても不便で危険」「２階で救急車

を呼ぶ事態になった時、エレベーターがないためストレッチャーが

２階に運べず、階段では担架でも運べず大変だった」「交通事故事件

の在宅被告人が、自らも事故の後遺症で歩行に難があったが何とか

２階の法廷まで上り、帰りも何とか階段を下りきったが、体力を使い

果たし、最後は裁判所の植え込みの中にもんどりうって倒れ込んで

しまった」「被告人の家族が足の不自由な方であったが、身内が被告

人として迷惑をかけているという後ろめたさもあり、職員の手も借

りずに２階まで無理をして上ってしまい２階の長椅子に倒れ込みし

ばらく起き上がれなかった」「障害を有する弁護士が２階の法廷を使

えず、その都度自分のために１階のラウンド法廷を模様替えしても

らって刑事公判等を行っていることについて悩んでいた」「ＤＶ等の

ケースで調停の部屋を１階と２階に分けて行う際、高齢の調停委員

が記録をもって階段で何度も移動しなければならない」「実際に、障

害のある調停委員が階段の昇降にとても苦労している」「妊娠中の裁

判官が、重い記録を手に階段を上り下りするのは非常に危険」「腰痛

を抱えた裁判官が２階の裁判官室に上れず、相当期間１階での執務

を強いられていた」「書記官が、腰の激痛に耐えながら、一歩一歩も

の凄く時間をかけて階段の昇降を強いられていた」等々が報告され
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ています。 

（３）貴庁からは、全国の３階建て以上の庁舎へのエレベーター設置は全

て終えたものの、「２階建て庁舎については新庁舎への建替えの機会

でない限りはエレベーターを設置しない」という方針が示されてい

ます。しかしながら、裁判所庁舎の建替えが年間で１～２庁舎程度し

かなされていないという実情及び後述するエレベーター未設置庁舎

の数からすれば、そのような方針では、全国的にバリアフリー化が叶

うのは１００年以上も先になる計算となり、およそ文明国家の常識

的に承服できるものではありません。 

また、令和３年の佐久支部庁舎改修の際、当協議会からのエレベー

ター設置要望に対して、貴庁からは、もし佐久支部のみエレベーター

を設置すれば、各地から多数の要望が上がり対応しきれなくなる旨

の説明もありました。しかし、既に順次なされたという３階建て以上

の裁判所庁舎へのエレベーター増設工事において、各地から一斉に

多数の要望が上がって対応しきれないという事態には至っておりま

せん。２階建庁舎であっても同様であり、現場からの要望や必要性が

高い順に順次予算付けしてエレベーターを設置していっても、混乱

が生じるとは到底思えません。 

むしろ、そういった杞憂を理由に、２階建庁舎の完全バリアフリー

化を進めないことは、深刻な人権保障上の問題があると言わざるを

得ません。すなわち、我が国が批准する「障害者の権利に関する条約」

（以下「国連障害者権利条約」という）に違反するとともに、「高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下「バリア
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フリー法」という）の趣旨にも反し、佐久支部庁舎に関して言えば、

「長野県福祉のまちづくり条例」（以下「長野県条例」という）にも

違反するものと言わざるを得ません。 

（４）国連障害者権利条約第１３条１項は、障害者の司法へのアクセス

（access to justice）について、次のように規定しています。 

  「１ 締約国は、障害者が全ての法的手続（捜査段階その他予備的な

段階を含む）において直接及び間接の参加者（証人を含む）として

効果的な役割を果たすことを容易にするため、手続上の配慮及び

年齢に適した配慮が提供されること等により、障害者が他の者と

の平等を基礎として司法手続を利用する効果的な機会を有するこ

とを確保する。」 

   この条項は、締約国の義務として「障害者が他の者との平等を基礎

として」司法手続を効果的に利用できるようにすること、そのために

「手続上の配慮」をすべきことが定められています。これは、障害者

（日常生活において継続的に相当な制限を受けている高齢者を含

む）がそうでない者との比較において同等の条件で司法にアクセス

できる措置（ギャップを埋める措置）をとることを、その費用の負担

まで含めて締約国の義務として定めたものです。本条項は、障害者が

裁判の当事者になった場合のみならず、広い意味での司法手続にお

いて、直接・間接の参加者（participants）として関与する場合まで

含めています。 

しかも、国連障害者権利条約第９条が、行政分野において公衆に開

放・提供される施設及びサービスへの障害者のアクセスに関して「適
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当な措置」をとるべきことを定め、その費用については「合理的配慮

（reasonable accommodation）」＝「均衡を失した又は過度の負担を

課さない」範囲という限定を設けているのに対して、司法関連施設に

ついて規定する国連障害者権利条約１３条１項の「手続上の配慮」に

は、このような限定が課されていません。前記「合理的配慮」が司法

分野において特化されたものが「手続上の配慮」であると解されてい

ます。 

このように、特に司法分野において障害者への「手続上の配慮」が

重視されるのは、障害者の地位や権利に争いがある場合、究極的には

司法の判断を仰がざるを得ませんが、その司法へのアクセスが不十

分であれば、障害者の地位も権利も画餅に帰してしまうからです。 

（５）いみじくも、国連障害者権利条約１３条は、我が国日本のイニシア

ティブで条約に盛り込まれたものです。それにもかかわらず、我が国

においては、全国に２０３ある地方・家庭裁判所支部のうち２階建て

庁舎８５支部にエレベーターが設置されておらず、独立簡易裁判所

等も含めると全国で２４６もの庁舎がエレベーター未設置となって

います（いずれも令和５年７月１１日時点）。 

   むしろ、日本では、行政関連施設に関しては、各地の法務局や公民

館等も含め２階建てであっても殆どエレベーター設置がなされてい

る中で、「合理的配慮」の制限がない裁判所において、最も基本的な

物理的バリアフリー化すら不十分であるというのは、必要な予算要

求がなされてこなかったからに他なりません。国連障害者権利条約

の締約国においては、物理的バリアフリーの除去は当然として、視覚
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障害者への情報提供、手話通訳者・筆記者の選任・立ち会い権、知的

障害の特性を十分に理解した付添人による支援を受ける権利等々ソ

フト面におけるバリアフリー化の充実に議論が移る中で、日本の裁

判所が物理的バリアフリーすら実現できていないことは由々しき問

題です。 

（６）令和４年９月９日の国連障害者権利委員会の日本に対する総括所

見においても、日本政府に対して、「 特に、ユニバーサルデザインに

より、裁判所、司法及び行政施設への利用の容易さ（アクセシビリテ

ィ）を確保し、障害者が、他の者との平等を基礎として、司法手続を

ひとしく利用する機会を保障すること。」という内容の勧告（第３０

項）がなされており、裁判所が真っ先に掲げられている状況です。 

（７）加えて、バリアフリー法は同施行令とともに、いわゆる「特別特定

建築物」＝不特定多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する建築物等（不特定かつ多数の者が利用する官公署も含ま

れます）について、床面積が２０００㎡以上の場合に建築物移動等円

滑化基準（エレベーター設置も含まれる）への適合を義務付けていま

す。併せて、平成２８年施行の長野県条例２７条ではバリアフリー法

１４条３項に基づき、義務付け施設の規模を床面積１０００㎡以上

の建築物に拡大しています。そして、この条例による義務付け対象建

築物の規模引き下げ（平成２８年１２月１日施行）以前に新築された

建築物であっても、基準に適合させるための措置を講ずることは努

力義務となっています（バリアフリー法１４条５項）。 

したがって、床面積が１２００㎡程度と思われる昭和４９年築の
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佐久支部庁舎についても、その所有者・管理者には、エレベーターを

設置させる法律上・条例上の義務があります。 

（８）しかも、これまで当協議会は貴庁に対し、佐久支部庁舎へのエレベ

ーター設置の要請を再三再四行い、長野県議会・佐久広域連合議会・

地元市町村議会・長野県弁護士会からも佐久支部庁舎へのエレベー

ター設置を求める意見書や決議が多数採択されています。当協議会

からは、過去に貴庁に対する寄付金提供の打診までして、地元からの

強い要望をお伝えしたこともありました。貴庁からは寄付金は受け

入れできない旨の回答がありましたが、そうであれば尚更、少数弱者

の人権保障の砦として、具体的なエレベーター設置の予算を国に対

して積極的に要求していただきたいと考えます。 

上記経緯は、他の２階建て庁舎に先んじて佐久支部にエレベータ

ーを設置すべき具体的な特別事情にあたるといえます。 

（９）なお、貴庁及び下級庁からは、佐久支部で配慮を要する来庁者につ

いては、１階の事件関係室を充実させることで対応し、刑事公判手続

にいたるまで１階のラウンドテーブル法廷で対応する趣旨の回答が

過去に何度かなされております。 

しかしながら、同ラウンド法廷は狭く、傍聴席を特設したとしても

数席程度であり裁判の公開原則上の問題があるだけでなく、傍聴席

から被告人席までの距離が近すぎ、特に刑事公判手続では保安上の

大きな問題があります。被告人と、裁判官・検察官・弁護人までの距

離が明らかに近すぎることも、保安上非常に懸念されます（特に、長

野県内では、法廷で被告人が検察官に殴りかかる事件をはじめ、裁判
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所庁内での保安体制が問題となる事件が複数発生しています）。ま

た、急ごしらえの法廷では、裁判の格式や被告人への感銘力等につい

ても大きな問題があります。さらに、日常的に庁舎を利用する裁判

官・裁判所職員・調停委員に障害等がある場合、稼働範囲が１階に限

られるため、職務範囲・昇進機会・能力発揮機会等が実質的に制限さ

れることになります。佐久支部での勤務を希望しても障害を理由に

事実上配属されないという虞も否めません。これらは、単なる不便を

越えて、職業生活への平等参加の問題といえます。 

いずれにせよ、現状の１階事件関係室の利用では、佐久支部庁舎が

今後支障なく利用できる状況にはなりません。 

 （１０）幸いにも佐久支部の敷地は相当な広さがあり、庁舎に隣接してエ

レベーター棟や別棟を建てることも十分可能です。つきましては、佐

久支部庁舎にエレベーター棟を増設するか、あるいは大法廷・少年審

判廷・調査官室等を備えたエレベーター付きの別棟を建設して２階

部分で現庁舎と繋ぐといった方法により、早急にバリアフリー化を

実現していただくことを改めて強く要望いたします。 

 

３ 家庭裁判所調査官の常駐（要望の趣旨２）について 

 （１）前述したとおり、佐久支部管内は、長野県内で最も良好な人口動

勢を示している地域です。 

そのため、人が居ることにより必然的に生じる家事事件について

も増加傾向が続いており、家事新受事件数及び家事調停数ともに県

内６支部の中で３番目に多い事件数を記録しています（表１）。 
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それにもかかわらず、家庭裁判所調査官（以下「家裁調査官」と表

記します）が常駐していない状況が続いています（長野本庁６名、松

本支部５名、上田支部５名、伊那支部２名、飯田支部２名、諏訪支部

１名が常駐）。 

 

【表１ 長野家裁本庁・支部別の家事新受事件及び家事調停数、常駐調査官数（R1～R5）】 

 管内人口 

 

件数(調停) 

【R1】 

件数(調停) 

【R2】 

件数(調停) 

【R3】 

件数(調停) 

【R4】 

件数(調停) 

【R5】 

調査

官 

長野本庁 約 52 万人 3,882(497) 3,987(435) 4,379(498) 4,290(485) 4,550(552) ６ 

松本支部 約 49 万人 4,466(546) 4,688(566) 5,057(554) 4,368(480) 4,573(513) ５ 

上田支部 約 26 万人 2,425(271) 2,559(274) 2,483(287) 2,494(249) 2,775(248) ５ 

佐久支部 約 20 万人 1,703(206) 1,781(212) 2,072(234) 2,090(191) 2,169 (240) ０ 

諏訪支部 約 18 万人 1,460(205) 1,519(180) 1,528(155) 1,499(177) 1,571 (189) １ 

伊那支部 約 17 万人 1,509(167) 1,737(163) 1,671(149) 1,767(146) 2,112 (178) ２ 

飯田支部 約 15 万人 1,292(164) 1,398(150) 1,319(139) 1,260(131) 1,337 (169) ２ 

（事件数は長野家庭裁判所から長野県弁護士会に対して開示された統計による） 

 

なお、昨年度の法曹連絡協議会においては、長野県弁護士会からの

佐久支部への家裁調査官常駐要望に対して、東京高等裁判所から、

「家裁調査官が関与する事件の事件数が少ない裁判所においては、

近隣の庁に配置されている家庭裁判所調査官がてん補して事件処理

を担当している体制を採っているということでございます。」との回

答がなされました。しかしながら、近時家裁調査官関与の中心的な事

件となっている家事調停事件数については、令和５年の統計で、填補

元の上田支部２４８件に対して、佐久支部は２４０件と同等の件数

を記録しており、佐久支部は「家裁調査官が関与する事件の事件数が
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少ない裁判所」とはいえません。 

他方で、もし少年審判を取り扱っていないという理由をもって、上

記のような回答がなされているのであるとすれば、過去の回答と矛

盾します。というのも、令和２年度の法曹連絡協議会において、長野

県弁護士会からの「少年事件を扱っていない支部には家裁調査官を

常駐させていただけない方針になっているのでしょうか」という質

問に対して、東京高等裁判所からは「あくまで事件数あるいは必要な

配置ということで考えております」と回答があり、また、令和４年度

の法曹連絡協議会においても長野県弁護士会から「少年事件を取り

扱っていない家裁支部には家裁調査官を常駐させられないという方

針があるのでしょうか。あるいは、少年事件を取り扱っていないこと

は一要素に過ぎないという認識でよろしいでしょうか」という質問

に対して、東京高等裁判所からは明確に「後者の理解」である旨の回

答がなされています。 

近年は、家裁調査官の主たる活躍場面は、親権の判断をはじめとし

た家事事件に移行してきており、佐久支部において少年審判を取り

扱っていないという一事をもって家裁調査官を常駐させないという

判断が安易になされることがないよう、改めてお願い申し上げます。 

（２）佐久支部管内における子ども達を取り巻く環境について見ると、

佐久市では、平成２７年に佐久支部庁舎最寄りの児童数１０００人

を超えるマンモス校であった岩村田小学校を二分して佐久平浅間小

学校を分離新設しましたが、同校は開校時の約５００名から児童数

が増え続け、ここ数年は開校時の１．５倍を超える約８００名を推
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移しています。一方で、岩村田小学校も児童数５００名以上を保っ

ている状況です。令和４年度は、佐久平浅間小学校の増設工事まで

行い、２６学級から最大３０学級まで設置可能な体制を整えました

が、それでも佐久平駅周辺地域に移り住む児童の増加予測からする

と、許容児童数を超えることが予想されています。 

令和６年の佐久平駅周辺の高齢化率は、令和５年から更に下がり

１７.５％を記録し、長野県平均３３．１％・全国平均２９.１％に比

べても非常に低い状況となっています。佐久支部庁舎周辺地域の児

童人口の更なる増加は確実視されており、佐久支部管内は、今後も、

児童に関わる家事事件、児童虐待関連事件、少年犯罪等も継続的に

発生する可能性が高い地域といえます。 

（３）実際、佐久児童相談所における児童虐待相談数は、表２に記載の

とおり、平成２３年度に１００件を超えてから急速に増加し、令和

元年度の統計では４００件を超え、令和６年には４６７件となって

おり、佐久児童相談所では全国基準よりも人口当たりの職員を増員

して対応している状況です。児童虐待に関する事件は、一刻を争う

場合も多く、児童虐待根絶のために家裁調査官と佐久児童相談所職

員とが日常的に速やかに連携できる体制整備は、長年にわたる佐久

児童相談所の切実な要望となっています。「児童相談所は上田支部

管内にはなく佐久市にあり、佐久支部に家裁調査官がいないことに

よって連携に不都合が生じる」「児童福祉法上の申立手続の相談の

ために佐久支部の窓口に行った際に、家裁調査官が不在で回答が得

られないことがあった」といった声も聞かれ、長野「県」も、佐久



- 21 - 

 

広域連合も、佐久支部管内の各市町村も、佐久支部への家裁調査官

常駐を再三にわたり求めています。 

 

【表２：佐久児童相談所の令和６年までの児童虐待相談件数（長野県統計）】 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

97 118 114 179 248 283 325 289 268 412 394 386 390 425 467 

 

（４）国は、「こどもまんなか社会」として、常に子どもの最善の利益を

第一に考え、子どもに関する取組、政策を国の真ん中に据える社会を

目指すことを明確にし、子どもが権利の主体であることを社会全体

で認識し、子どもを誰一人取り残さず、健やかな成長を後押しするこ

とを標榜しています。地域の家庭裁判所もその社会の一員として、子

どもの最善の利益を第一に考えた改善・充実が必要です。 

また、令和５年に施行された「こども基本法」では、基本理念と

して、①差別の禁止、平等権保障、②子どもの最善の利益の第一義的

考慮、③生命への権利、生存・発達の確保、④意見表明権、意見を聴

かれる権利の保障という子どもの権利条約の一般原則に相当する規

定が置かれました。この４大原則は、家裁実務においても最大限保障

されなければなりません。 

 （５）一人一人の子どもの最善の利益を実現するために、少なくとも手続

的には子どもの意見表明とその適切な聴取、その上で意見の尊重が

不可欠です。家事事件手続法において、家裁は、特に子どもが影響を

受ける事件では、子の陳述の聴取、調査官調査等により子の意思を把
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握するように努めこれを考慮しなければならないと規定されていま

す（同法６５条、２５８条）。しかし、家裁調査官が常駐していない

裁判所支部においては、この立法趣旨に適った対応が十分になされ

ているとは言い難い現実があります。 

 （６）本年度は共同親権制度が導入され、今後、親権にまつわる家事事件

が増大することが必至の状況です。同制度の導入にあたっては、令和

６年に衆参両院の法務委員会において「民法等の一部を改正する法

律案に対する附帯決議」がなされ、その中で、「改正法により家庭裁

判所の業務負担の増大及びＤＶ・虐待のある事案への対応を含む多

様な問題に対する判断が求められることに伴い、家事事件を担当す

る裁判官、家事調停官、家庭裁判所調査官等の裁判所職員の増員及び

専門性の向上、調停室や児童室等の物的環境の充実、･･･子が安心し

て意見陳述を行うことができる環境の整備など、必要な人的・物的な

体制の整備に努めること」とされ、この点について、政府及び最高裁

判所は格段の配慮をしなければならないことが明記されています。 

 （７）子どもにとって、両親の離婚等に伴う環境変化は、人生の一大事と

いえる場面であり、命にも関わる問題です。離婚調停中であっても一

方当事者に交際相手が存在する場合が相当数あり、子がそれに気付

いていたり、その交際相手に会っていることも少なくありません。子

がその交際相手のことをどう感じているのか、将来の継父や継母に

なるかもしれないことについての恐怖感、不安感等について、裁判所

が何も知らないまま親権者が決まってしまうことも珍しくありませ

ん。このような実情は、子どもの意見表明権の保障が不十分であると
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いうだけでなく、離婚後の虐待にも繋がりかねない状況といえます。 

 （８）社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門

委員会による「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」

は昨年第２１次報告に至りましたが、平成１７年４月の第１次報告

以来、児童虐待による「死者」は１７３６名にも及んでいます。児童

虐待を減らし、虐待により命を落とす子どもをゼロにするためには、

より多くの公的機関が複眼的視点から子どもの安全を守るべきであ

り、家裁も無関係ではありません。家裁は全離婚の１１．７％（厚生

労働省 ２０２２度「離婚に関する統計」）を扱い、子の監護事件も扱

う機関であるため、家裁における調査官調査等の過程で要保護児童

の早期発見がなされることもあります。子どもの生命・生存・発達の

権利を最大限保障し、児童虐待死ゼロを実現するためには、社会全体

で児童虐待を防止していかなければならず、家裁における家裁調査

官増員をはじめとした体制改善は不可欠です。まして、共同親権制度

の導入に伴い、必要的単独親権事由の調査は実質的に児童虐待の有

無の調査を伴うものになり、管内に児童相談所が存在しながら家裁

調査官が常駐していない支部等については、連携も取り難く、直ちに

改善する必要があり、佐久支部はまさにそれに該当します。 

（９）また、児童虐待関連事件に限らず、佐久支部においては、家庭裁

判所調査官が常駐していないことによる不都合事例等として、過去

に調停委員や弁護士・社会福祉士等から以下のような不都合事例の

報告がなされています。 

「子どもの意向が確認されずに親権者や面会交流条件が決まって
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しまうことが多い」「調停に家裁調査官が入ってもらう際、家裁調

査官の都合がつきづらく、期日が空転することがある」「填補され

る家裁調査官は、普段は佐久支部にいないために声もかけにく

く、調停委員も気軽に相談できない」「公用車もなく、南佐久への

調査には鉄道やバスを利用することになるが、時間もかかり負担が

多く、填補調査官による家庭訪問などの調査が減っているように思

う」「意思疎通が難しい人などの調停の際に、調停委員がすぐに家

裁調査官の応援を頼むことができない」「裁判官も同じ庁舎にいる

家裁調査官であれば調査命令を出し易いが、他の支部長の部下へ

の調査命令は出し難いのではないか」「成年後見の受理面接のと

き、家裁調査官の都合がつかずに先送りされたケースがあった」

「佐久支部で調停を行った事件にもかかわらず、履行勧告が上田支

部の家裁調査官から郵送され、『今度は、上田でも訴えられた』な

どと困惑して相談に来る方がいる」といった事例等が報告されてい

ます。  

（１０）家裁調査官は子どもの権利保障のために家庭裁判所において必須

の専門職であり、本来全ての家裁支部に常駐させるべきですが、とり

わけ、上述した佐久地域の社会状況に鑑みれば、佐久支部管内は子ど

もに関係する家事事件等が継続的に発生する可能性が非常に高い

地域であって、他の家裁調査官非常駐支部にも先んじて常駐が実現

されるべき支部です。 

前述の国会における附帯決議もあり、本年度は全国で家裁調査官

１０名の増員があると聞き及んでおります。過去、家裁調査官は平成
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２２年度から令和６年度までの１５年間において全国で僅か２名し

か増員がなされてこなかったという経緯からすれば、昨年度の５名

増員に続き、本年度１０名増員というのは、まだまだ足りない状況で

はありますが喜ばしい兆候であるといえます。 

是非とも、そのうちの１名だけでも佐久支部に常駐配置していた

だきますよう、切に要望する次第です。 

 

４ 少年審判の取扱い（要望の趣旨３）について 

（１）佐久支部は、長野本庁及び県内６支部の中で唯一少年事件を取り

扱っていません。 

これまで裁判所からは、「少年事件を取扱う支部については、地方

裁判所及び家庭裁判所支部設置規則第３条に基づき、事件数、交通機

関の便、押送を含む身柄付送致事件の処理態勢、少年鑑別所や保護観

察所等の関係機関との距離などを総合的に勘案して各家裁が定めて

いるところであるが、長野家裁ではこのような諸事情を勘案し佐久

支部では少年事件を取り扱わないものとし、佐久支部の少年事件は

上田支部が取り扱うものと定めている。」といった回答が続いてきま

した。 

しかし、ここで掲げられているどの要素を考慮しても、佐久支部で

少年事件を取り扱わない合理的理由にはなりません。 

（２）まず、最大の要素と思われる「事件数」について、長野家裁によ

れば、上田支部に係属する少年事件のうち事件発生地が佐久支部管

内の事件数についての統計は取っていないとのことですが、地元の
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法曹関係者からは、「佐久支部で発生した事件の方が多いのではない

か」という声が従前からよく聞かれます。近年の統計を見てみると、

佐久支部（管内人口約２０万人）管内で発生した少年事件を取扱って

いる上田支部（管内人口約２５万人）が長野本庁（管内人口５２万

人）に匹敵する新受事件数を記録しており、直近の令和６年の統計で

は、本庁を３０件超える１５１件を記録しています（表３）。これは

佐久支部の事件が上田支部で取り扱われているからに他なりませ

ん。 

 

【表３：長野本庁・支部別少年新受事件数（R1～R6）】 

 管内人口 

(R8.1.1) 

件数 

R1 

件数 

R2 

件数 

R3 

件数 

R4 

件数 

R5 

件数 

R6 

６年間 

事件数 

長野本庁 518,423 人 173 118  99 104 113 121 728 

松本支部 489,992 人 156 128 155 92 158 143 832 

上田支部 

佐久支部 

256,682 人 

200,467 人 

145 97 80 83 80 151 636 

諏訪支部 184,838 人 56 55  40 29 40 58 278 

伊那支部 172,898 人 34 26 24 26 22 37 169 

飯田支部 145,273 人 32 32 26 37 32 26 185 

合計 2,016,200 人 596 456 424 371 445 536 2828 

（事件数は長野家庭裁判所から長野県弁護士会に対して開示された統計による）     

 

実際、長野県警本部刑事部捜査支援分析課による「令和６年少年補

導の概況」において非行少年署別検挙・補導人員状況を見てみると、

下記表４のとおり、佐久支部の件数が上田支部を上回っています。 

 

【表４：令和６年非行少年検挙・補導人員状況（長野県警「令和６年少年補導の概況」から算出）】 
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 長野本庁 松本支部 上田支部 佐久支部 諏訪支部 伊那支部 飯田支部 

人口 約５２万 約４９万 約２６万 約２０万 約１８万 約１７万 約１５万 

正検事 ○ ○ ○ × × × ○ 

非行少年
検挙・補
導人員 

９６人 ９６人 ４４人 ４６人 ２３人 ３３人 ２２人 

 

なお、全国的に年々減少を続けてきた少年事件ですが、ここ数年は

増加傾向に転じています。少なくとも、佐久支部は、全国の同規模他

支部に比べても、少年事件数は多いといえます。 

（３）次に、「交通機関の便」についてですが、佐久支部管内から上田

支部庁舎までの交通機関の便は決して良いとはいえません。 

ア 佐久支部庁舎は、佐久支部管内の中では上田市に近い最北部に

位置するため、両庁舎の位置関係だけを判断要素にすべきではあ

りませんが、ひとまず両庁舎間で考えても一般道利用で約３０㎞

あり自動車移動で５０分程度を要します。まして、南佐久地域の川

上村役場から上田支部庁舎までは一般道利用で約８０㎞あり２時

間程度を要し、有料高速道路を利用しても約１時間半を要します。 

イ 他方、鉄道利用を考えてみると、佐久支部庁舎から佐久平駅まで

は徒歩約１５分、上田駅から上田支部庁舎までは徒歩約２０分を

要し、両庁舎間の移動には新幹線を利用しても都合１時間程度は

要する上に高額の新幹線料金も負担することになるため、佐久地

域の一般住民が上田支部庁舎に赴くのに新幹線は通常利用しませ

ん。填補される家裁調査官等も、在来線を利用して上田支部庁舎か

ら佐久支部庁舎まで移動していると思われますが、徒歩→電車（し
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なの鉄道）→乗り換え→電車（小海線）→徒歩で、都合１時間３０

分程度はかかり、交通の便が良いとは到底いえません。 

ウ 上田地域に近い佐久地域北部に位置する佐久支部庁舎で考えて

も、これだけ交通の便は悪いのであり、まして、佐久地域南部に位

置する川上村役場から上田支部庁舎まで在来線利用で行こうとす

ると２時間３０分から３時間程度を要します。他の南佐久郡の町

村においても、在来線利用で上田支部まで２時間以上を要する住

民が大半です。 

エ そのため、佐久地域の自治体関係者や法曹関係者からは、「審判

や調査の都度、遠方の上田支部庁舎まで赴かなければならず、経済

的・時間的負担が大きい」「南佐久地域の住民にとって、上田まで

行くのは一日仕事である」「上田支部までは行けないということで

保護者が審判に来なかったケースがある」「上田支部や少年鑑別所

が遠方であるため、保護者が審判や面会になかなか赴けないこと

もあり、そういったことが、より少年を孤立させ、少年の更生にも

影響が生じる」「遠いということは何をするにも対応が後になると

いうことを意味している。例えば、付添人が記録を閲覧できるタイ

ミングが遅くなれば、それを前提としたその後の対応もその分遅

くなる」「試験観察になった南佐久の少年が、周囲からの影響によ

り再非行に至ってしまったことがあった。少年にもその周囲にも、

上田支部の裁判所の目がここまでは届いていないだろうという心

理が働いたと感じられた」等々の不都合事例が報告されています。 

 （４）さらに、「押送を含む身柄付送致事件の処理態勢」の点について、
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佐久支部では通常刑事事件を多数取り扱っており、佐久支部におい

て少年事件を取り扱うことになったとしても、この点で問題が生ず

るとは考えられません。 

 （５）加えて、「少年鑑別所や保護観察所等の関係機関との距離」の点に

ついてですが、まず、少年鑑別所及び保護観察所は長野県内には長野

市にしか存在せず、現状において、佐久支部よりも明らかに遠方であ

る諏訪支部・伊那支部・飯田支部においても少年事件を取り扱ってい

ることからすれば、佐久支部が少年鑑別所や保護観察所から遠方で

あることが少年事件を取り扱わない理由にはなりません。むしろ、重

要な関係機関である児童相談所は、上田支部管内には存在せず佐久

市内に存在しており、佐久支部が少年事件を取り扱うことで、少年の

更生にあたって、佐久支部と佐久児童相談所との間で有意義な連携

関係を築くことができます。 

 （６）以上のとおり、裁判所が掲げるいずれの要素に鑑みても、佐久支部

で少年事件を取り扱わない理由にはなりません。まして、それらの要

素を総合判断すれば、むしろ佐久支部においてこそ少年事件を取り

扱うべきです。 

少年が更生するための環境調整については、少年の家族や学校関

係者、保護司、裁判所、弁護士等が少年の居住する地域内で協力し、

身近な地域の中で少年の更生を促すのが日本の良き伝統であり国際

的にも評価され続けているところです。少年事件は、少年が居住する

地域の裁判所で取り扱ってこそ、少年にとってより適切な更生環境

を整えることが可能となり、それこそが子の最善の利益の第一義的
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考慮（子どもの権利条約第３条）を平等に保障（同条約第２条）する

ことに繋がります。 

少年の家庭環境や居住地域の環境は、少年の情操形成に大きな影

響を与えていることが常であり、家裁調査官による家庭訪問や事件

現場を含む居住地域の訪問は非常に重要です。また、裁判所では本音

を言わない親も、自宅では本音を言うことも多い現実があります。と

ころが、佐久支部管内では家裁調査官による家庭訪問が他地域ほど

なされていないように思われます。裁判所の公用車が廃止されたこ

とも相俟って、上田支部から遠方の佐久地域に公共交通機関で赴く

には時間もコストも要することが背景にあると思われますが、子の

最善の利益を第一義的に考慮（同条約第３条）するならば、家裁調査

官を佐久支部にも配置し、少年の居住地域内での調査を充実させ、関

係者も来庁し易い佐久支部で少年審判を受けることができるように

すべきです。 

前述のとおり、佐久支部管内は、子どもに関係する事件等が継続

して発生する可能性が高い地域であり、少年事件も例外ではありま

せん。佐久支部における早期の少年事件の取扱い開始を要望します。 

 

 ５ 刑事司法分野との関連 

当協議会では、本要望書による各要望とは別に、法務省及び最高検察

庁に対して、「長野地方検察庁佐久支部において、常駐の正検事配置を

求める要望」を毎年行っています。 

というのも、全国的にみて家裁調査官が常駐していない裁判所支部
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では少年審判の取扱いがなく、さらに、少年審判の取扱いのない裁判所

支部に対応する検察庁支部の殆どに正検事が常駐していないという関

係にあるため、「家裁調査官常駐要望」・「少年審判取扱要望」・「正検事

常駐要望」は連関して考えなければならない問題ではないかと推察し

ているからです。 

そのため、刑事司法分野における佐久支部の実情もご理解いただく

必要があるのではないかと考え、以下に記述します。 

（１）長野野県内の犯罪統計及び常駐正検事の配置状況 

ア 長野県警本部刑事部捜査支援分析課による令和３年・令和４

年・令和５年・令和６年の犯罪統計書 長野県の犯罪（以下それ

ぞれ「令和３年犯罪統計」「令和４年犯罪統計」「令和５年犯罪

統計」「令和６年犯罪統計」と表記します）に基づき長野県内各

管轄地域別に刑法犯認知件数と特別法犯取締件数（道交法違反を

除く）を合算した件数を算出すると、佐久支部管内は、長野県内

６支部の中で３番目に多い状況にあります（表５）。 

イ 佐久支部管内においては、重大事件も少なくなく、令和３年及

び令和５年の死傷被害者数は支部の中では松本支部に次いで２番

目に多く、令和４年及び令和６年のそれも支部の中で松本支部・

上田支部に次いで３番目に多い状況となっています（表５）。外

国人事件も非常に多く、令和３年犯罪統計では入国管理法違反の

取締件数が本庁をも超え、令和４年・令和５年犯罪統計では長野

県内支部の中で最も多い取締件数を記録しています（表５）。ま

た、佐久支部管内は薬物事件も多く、令和３年・令和５年犯罪統
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計では本庁管内の取締件数を上回っており、令和４年犯罪統計で

も松本支部に次いで多い件数を記録しています（表５）。長野本

庁や松本支部の管内人口が佐久支部管内人口の約２．５倍もある

ことからすれば、人口当たりの発生率の高さは深刻です。具体的

に、直近の統計で算出すると、佐久支部管内の犯罪発生率（刑法

犯認知件数＋特別法犯認知件数を人口で除した数値）は、１００

０人当たり４．８件であり、長野本庁３．９件や県平均４．２件

を大きく上回っています。 

ウ さらに、副検事しか配置されていない県内支部で比較してみる

と、佐久支部管内の犯罪件数は最も多く、正検事が配置されてい

る飯田支部を大幅に上回っている状況です。それにもかかわら

ず、地検佐久支部には常駐の正検事が配置されていません。 

 

【表５：令和３年～令和６年犯罪統計書 長野県の犯罪 に基づき算出した長野地検本庁・各支部

管内における犯罪認知件数・各種取締件数等】 

 管内人口 

［R8.1.1］ 

刑法犯認知件数＋

特別法犯認知件数 

死傷被

害者数 

入管法違

反取締数 

薬物事件

取締数 

正検事

常駐 

長野本庁 518,423 人 

 

【Ｒ３】１,７７６ 

【Ｒ４】２,０８８ 

【Ｒ５】２,４４０ 

【Ｒ６】２,０１９ 

５６ 

６１ 

６０ 

４５ 

１７ 

１８ 

２０ 

２５ 

２７ 

２６ 

４０ 

２９ 

 

〇 

松本支部 489,992 人 

 

【Ｒ３】１,９７６ 

【Ｒ４】１,９７７ 

【Ｒ５】２,３２３ 

【Ｒ６】２,１７７ 

８２ 

８２ 

９５ 

９０ 

５ 

１ 

７ 

５ 

３７ 

２２ 

１５ 

２３ 

 

〇 

上田支部 256,682 人 

 

 

【Ｒ３】 ８５３ 

【Ｒ４】 ９３７ 

【Ｒ５】 ９４１ 

１８ 

３３ 

３６ 

８ 

１２ 

７ 

１９ 

１５ 

１０ 

 

〇 
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【Ｒ６】１,０９３ ４２ ２０ １４ 

飯田支部 145,273 人 

 

【Ｒ３】 ３５６ 

【Ｒ４】 ３９４ 

【Ｒ５】 ４３１ 

【Ｒ６】 ４９８ 

１４ 

１２ 

１３ 

１５ 

１ 

１ 

１ 

１１ 

２ 

５ 

１ 

 

〇 

佐久支部 200,467 人 

 

 

【Ｒ３】 ６６２ 

【Ｒ４】 ８０９ 

【Ｒ５】 ９２２ 

【Ｒ６】 ９６７ 

３４ 

２９ 

４０ 

３８ 

２４ 

１６ 

１７ 

１１ 

２９ 

１６ 

５１ 

１９ 

 

× 

諏訪支部 184,838 人 【Ｒ３】 ６０６ 

【Ｒ４】 ６１６ 

【Ｒ５】 ８６２ 

【Ｒ６】 ９１９ 

１７ 

１８ 

２２ 

２７ 

４ 

３ 

０ 

５ 

６ 

３ 

１０ 

５ 

 

× 

伊那支部 172,898 人 

 

 

【Ｒ３】 ４５１ 

【Ｒ４】 ４４５ 

【Ｒ５】 ５１４ 

【Ｒ６】 ６１８ 

１３ 

１４ 

７ 

１７ 

２ 

０ 

０ 

０ 

１２ 

７ 

１２ 

５ 

 

× 

全県 1,968,573 人 

 

 

 

【Ｒ３】６,６８０ 

【Ｒ４】７,２６６ 

【Ｒ５】８,４３３ 

【Ｒ６】８,２９１ 

２３４ 

２４９ 

２７３ 

２７４ 

６１ 

５１ 

５２ 

６６ 

１４１ 

９１ 

１４３ 

１０１ 

 

― 

 

 

（２）全国における常駐正検事配置の改善状況 

上記の長野県内事情だけでなく全国的な状況についても見てみると、

平成２８年度以降、新たに常駐の正検事が配置されることとなった支部

は全国では１０支部あります（和歌山地検新宮支部、岐阜地検高山支部、

旭川地検稚内支部、高知地検中村支部、鹿児島地検鹿屋支部、京都地検

福知山支部、秋田地検横手支部、仙台地検気仙沼支部、松江地検浜田支

部、新潟地検佐渡支部）が、それぞれの支部に対応する地裁支部の平成

２８年から令和６年の９年間の刑事第一審新受事件数の統計は下記表
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６のとおりです。 

 

【表６：平成２８年以降に正検事が常駐配置された支部の刑事第一審新受事件数等】 

 正検事

常駐年 

件数 

(H28) 

件数 

(H29) 

件数 

(H30) 

件数

(R1) 

件数 

(R2) 

件数 

(R3) 

件数 

(R4) 

件数 

(R5) 

件数 

(R6) 

９年 

合計 

新宮(和歌山) H28.4 24 17 28 16 21 15 25 30 27 203 

高山（岐阜） H28.4 34 34 37 31 41 50 43 44 34 348 

稚内（旭川） H28.4 11 12 8 16 7 22 14 9 13 112 

中村（高知） H28.4 63 70 54 52 53 74 46 41 58 511 

鹿屋(鹿児島) H29.4 55 65 57 52 57 49 38 41 46 460 

福知山(京都) H30.4 56 64 70 68 69 72 67 44 53 563 

横手（秋田） H30.4 34 20 20 32 18 20 27 29 19 219 

気仙沼(仙台) H31.4 21 20 19 25 21 7 15 23 32 183 

浜田（松江） R1.4 39 28 44 41 33 49 51 47 28 360 

佐渡（新潟） R2.7 15 10 12 21 12 27 15 16 18 146 

佐久（長野） × 79 70 68 68 98 82 53 82 66 666 

（事件数は日本弁護士連合会の資料開示依頼に対する最高裁判所の回答による） 

 

これに対し、佐久支部管内は直近９年間で６６６件もの刑事第一審新

受事件数（簡裁事件は除いていますので、これを含めるともっと多くな

ります）を記録しています。全く同時期の同期間で比較して、佐久支部

管内は上記１０支部のどの支部よりも事件数が多い状況です（なお、上

記各支部に併設された区検察庁の統計においても佐久区検察庁の事件

数が他の区検を凌駕している状況です）。 

事件数以外の前記第２項目１で述べた佐久地域の社会状況等も併せ

考えれば、佐久支部は正検事の常駐があってしかるべき支部です。 

（３）それにもかかわらず、なぜ副検事のみの体制が続いているのでしょう

か。 
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従前、佐久支部の刑事事件は、旧甲号支部である上田支部の支部長検

事がいわば兼務することにより取り扱ってきました。しかし、上田支部

の各種事件数も少ない訳ではなく、上田支部と佐久支部の双方の事件に

ついて一人の正検事で対応することは過度な負担といえます。それゆ

え、本来であれば正検事が取扱うべき事件を副検事が取扱うという慣行

が常態化してしまっているものと思料します。 

しかし、そもそも検察庁法が想定している副検事の主たる職務内容

は、区検において取扱う事件の捜査・公判に過ぎません。上記のとおり、

佐久支部管内は、ただでさえ副検事では対応困難な事件が非常に多い地

域です。佐久支部は副検事一名のみの常駐で十分であるとは到底いえ

ず、正検事の常駐が不可欠です。しかも、長野地方検察庁佐久支部庁舎

内には支部長室も既に存在し、特に物理的な施設改修等のための多額な

予算を要さずとも、副検事の配置を維持したまま正検事を配置すること

が可能です。 

佐久地域の治安維持のため、速やかで適正な刑事事件処理の実現の

ため、地検佐久支部への正検事の配置も速やかになされるべきです。そ

れにもかかわらず、この要望もなかなか叶わないのは、「家裁調査官非

常駐」「少年事件非取扱」といった裁判所の体制も影響しているのでは

ないでしょうか。 

 

 ６ 総括 

正検事非常駐問題も含めて考えると、本要望書３頁目で述べたよう

に、当協議会の要望が叶わない一番の理由は、結局のところ佐久支部が





会 長 佐久広域連合 広域連合長 栁 田 清 二
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副 会 長 長野県議会 議員 小 山 仁 志

監 事 佐久児童相談所 所長 森 美 奈 子

監 事 長野県司法書士会 副会長 宮 川 巧

佐久広域連合議会 副議長 今 井 英 昭

長野県議会 議長 依 田 明 善

長野県議会 議員 山 岸 喜 昭

長野県議会 議員 花 岡 賢 一

長野県議会 議員 藤 岡 義 英

長野県議会 議員 大 井 岳 夫

長野県弁護士会 会長 長 瀬 孝 浩

佐久調停協会 会長 大 井 基 弘

佐久保健福祉事務所 所長 清 水 裕 美

長野県社会福祉士会 会長 吉 澤 利 政

佐久地区更生保護女性会 会長 元 吉 純 子

南佐久地区更生保護女性会 会長 福 司 ゆ う

事務局長 長野県弁護士会 地域司法計画推進委員 大 井 基 弘

事 務 局 佐久広域連合 事務局長 木 次 洋 史

事 務 局 佐久広域連合 事務局次長 庶務課長 宮 﨑 浩

事 務 局 佐久広域連合 事務局 庶務課 企画係長 原 卓 英

事 務 局 佐久広域連合 事務局 庶務課 企画係 茂 木 啓 一

（令和８年６月１日現在）
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 令和８年６月１日 

 

最高裁判所長官 今崎 幸彦 様 

最高裁判所事務総局総務局長 清藤 健一 様 

 

藤沢簡易裁判所管内への家庭裁判所出張所設置を求める要望書 

 

第１ 要望の趣旨  

当「藤沢簡易裁判所に横浜家庭裁判所出張所の併設を求める協議会」

は、藤沢簡易裁判所管内の地域（藤沢市、茅ヶ崎市、大和市、海老名市、

綾瀬市、寒川町）への横浜家庭裁判所出張所設置を要望します。 

 

第２ 要望の理由 

１ はじめに  

（１）平成１３（２００１）年に発表された司法制度改革審議会の意見書

には、「国民の期待に応える司法制度とするため、司法制度をより利

用しやすく、分かりやすく、頼りがいのあるものとする」ことが謳わ

れ、「国民の期待に応える司法制度の構築（制度的基盤の整備）」が、

目標として掲げられていました。 

また、同意見書には、「種々の制度改革を実りある形で実現する上で

も、その直接の担い手となる法曹の質・量を大幅に拡充することは不

可欠である」とも謳われ、「司法制度を支える法曹の在り方（人的基盤

の拡充）」が目標として掲げられていました。 

（２）しかし、その後２０年以上が経過した現在、裁判所及び検察庁の支

部や家庭裁判所出張所、簡易裁判所等の、地域における司法基盤の整

備は遅々として進んでおらず、地域によっては、市民が司法サービス

を受ける上で様々な支障が生じています。 

以下に述べるような社会の変化と時代の要請に応えるべく、出張所
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を含めた家庭裁判所の人的・物的体制をより一層強化する必要があり

ます。 

２  家庭をめぐる問題の変化 

（１）令和６（２０２４）年５月に民法等の一部を改正する法律が成立し、

離婚後の共同親権制度（改正民法第８１９条等）や、父母以外の親族

との面会交流に関する審判（改正民法第７６６条の２）などが新たに

定められたことにより、今後、家庭裁判所の新受件数がさらに増加す

ることは必至です。 

また、改正法では法定養育費の制度（改正民法第７６６条の３等）

も定められましたが、法定養育費の範囲を超えた取り決めや、離婚前

の婚姻費用の取り決めなどのためには、依然として家庭裁判所におけ

る調停や審判は重要な役割を担っています。 

（２）そして、子の親権や監護権、面会交流などをめぐる、複雑かつ困難

な事件も急増しています。 

   現在、裁判手続きのＩＴ化が進められ、ＷＥＢ会議形式の調停等も

始まっていますが、このような困難事件の適切な解決のためには、裁

判所における対面での丁寧な審理や手続きが必要不可欠です。 

（３）また、児童虐待の増加が社会問題化する中、児童相談所による虐待

児童の一時保護について裁判所での審査対象を増やすなどの法改正

も行われており、今後、児童虐待問題に対する、家庭裁判所のより一

層の関与が求められていくことと思われます。 

（４）さらに、成年後見制度の利用促進は、超高齢化社会における喫緊の

課題です。平成２９（２０１７）年３月に閣議決定された、成年後見

制度利用促進基本計画は、「成年後見制度の利用の促進による事件数

の増加に対応できるよう、裁判所の必要な体制整備が望まれる」とし

ています。成年後見に関する手続を利用しやすくし、地域連携ネット

ワークを構築・拡充するためには、家庭裁判所が積極的に役割を果た

すことが重要です。 

 

３ 家事事件数の増加 

（１）横浜家庭裁判所本庁が新規に受け付ける年間の事件数（新受件数）
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総数は、平成１２（２０００）年は１万８９２１件、令和４（２０２

０）年は４万２３３７件と、２０年で約２．３倍に増加しています。 

横浜家庭裁判所 家事事件新受件数総数 

 2000 2005 2010 2015 2020 

横浜本庁 18,291 24,103 28,157 35,177 42,337 

川崎支部 4,780 6,116 7,280 9,272 11,893 

相模原支部 3,499 4,337 5,239 6,229 8,209 

横須賀支部 2,511 3,339 3,878 4,679 5,669 

小田原支部 5,188 6,824 7,511 9,796 11,806 

（２）自治体が行っている法律相談においても、離婚や相続などの家庭問

題に関する相談件数は多く、例えば、平成２８（２０１６）年度から

令和２（２０２０）年度までに藤沢簡裁管内の５市１町で実施された

法律相談において、全ての相談数の内、家庭問題に関する相談が占め

る割合は、平均４０％を超えています。 

藤沢簡裁管内 自治体法律相談件数 

 2016 2017 2018 2019 2020 合計 

法律相談件数全体 3,656 3,471 3,642 3,524 2,942 17,235 

家事関連相談件数 1,709 1,514 1,651 1,576 1,295 7,745 

家事関連相談割合 46.7% 43.6% 45.3% 44.7% 44.0% 44.9% 

これらのデータは、家庭をめぐる法律問題が増え、家庭裁判所への

期待が高まっていることの表れというべきです。 

（３）また、上記のとおり事件数が激増した横浜家庭裁判所本庁では、待

合室は混み合い、調停室の数も足りないなどの理由により、期日が入

りにくく、裁判官、書記官、調査官等の一人あたりの担当事件が増加

するなど、人的物的整備が追いついていない様子が窺えます。 

 

４ 藤沢簡易裁判所管内地域の人口増加 

（１）藤沢簡易裁判所管内の５市１町の人口は、令和７（２０２５）年８

月１日時点で１２０万５７９６人となっており、神奈川県内では、横

浜市（３７７万２７３７人）川崎市（１５５万７９６３人）に次ぐ人
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口を擁する地域に成長し、横浜家庭裁判所の横須賀支部管内（４９万

２２０１人）、相模原支部管内（８５万３９６３人）、小田原支部管内

（１１６万７３１３人）よりも、多くの管内人口があります。 

しかも、平成４（１９９２）年と比較して、３０年余りで、管内人

口が２０万人以上増加しています。 

藤沢簡裁管内 人口（令和７年は８月１日時点） 

  1992 2002 2012 2025 

藤沢市  355,741 348,400 414,530 443,647 

茅ヶ崎市  204,329 222,804 236,274 245,043 

大和市  199,664 215,401 230,305 244,606 

海老名市  108,509 119,161 128,122 141,440 

綾瀬市  79,272 81,408 83,426 82,744 

寒川町  45,457 46,462 47,509 48,316 

合計  992,972 1,033,636 1,140,166 1,205,796 

また、管内に事務所を置く弁護士の数も、３０年余りで、６倍以上

に増えています。 

藤沢簡裁管内 弁護士数（令和７年は１０月１日時点） 

  1992 2002 2012 2022 2025 

藤沢市  14 20 28 67 68 

茅ヶ崎市  4 3 5 9 11 

大和市  0 2 15 13 23 

海老名市  2 2 8 22 24 

綾瀬市  0 0 0 2 4 

寒川町  0 0 1 1 1 

合計  20 27 57 114 131 

そして、管内面積は約１９４．４６㎢であり、川崎支部管内（約１

４２．７㎢）や横須賀支部管内（約１６７．３８㎢）よりも広くなっ

ています。 

全国には、藤沢簡易裁判所管内よりも人口の少ない県が令和７（２

０２５）年１月時点で１７あり、それらの県には、家庭裁判所本庁の
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ほかに支部も存在していることから、本来であれば、これほどの規模

を有する藤沢簡易裁判所管内には、地方裁判所・家庭裁判所の支部が

あってしかるべきです。 

（２）しかしながら、藤沢簡易裁判所管内には、簡易裁判所があるだけで

家庭裁判所がないため、地域の住民が、離婚や相続、成年後見など家

庭をめぐる法律問題に直面した場合、横浜市中区にある横浜家庭裁判

所本庁まで行かなくてはならず、とりわけ、高齢者や障がい者、乳幼

児を抱えた住民などにとっては大きな負担となっています。 

   また、全国に７７カ所ある家庭裁判所出張所の中には、本庁や支部

との距離や所要時間が、藤沢簡易裁判所と横浜家庭裁判所本庁との距

離や所要時間と同程度である出張所も複数存在する上、横浜家庭裁判

所本庁は、人口や交通量の多い大都市圏にあるため、道路や公共交通

機関の混雑により、アクセスに困難が生じているといった事情もあり

ます。 

 

５ 藤沢簡易裁判所管内への家庭裁判所出張所設置を求める動き 

（１）藤沢簡易裁判所管内への家庭裁判所出張所設置を求める動きとし

て、平成２２（２０１０）年に横浜弁護士会（現・神奈川県弁護士

会）が発行した「神奈川の司法１０の提案 ２０１０」の中で提案さ

れたのをきっかけに、藤沢簡易裁判所管内の市町議会による政府や最

高裁判所等に対する意見書提出や、各種イベント、署名活動などが行

われています。 

（２）当協議会も令和５（２０２３）年１月の設立以来、最高裁判所や財

務省に対する要望書の提出などの活動を行っています。 

   また、令和７（２０２５）年３月に発足した「地域司法充実のため

の協議会連合会」にも、設立当初から加入して活動をしています。 

（３）このように、藤沢簡易裁判所管内の住民や団体等を中心とした活動

が活発化しており、藤沢簡易裁判所管内への家庭裁判所出張所設置の

機運は高まっているということが言えます。 

 

６ 最後に 
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藤沢簡易裁判所に横浜家庭裁判所出張所の併設を求める協議会 

                     

会長  藤沢市長                  鈴木 恒夫 

副会長 神奈川県弁護士会会長            三浦 修 

副会長 藤沢商工会議所会頭             相澤 光春 

茅ヶ崎市長                 佐藤 光 

大和市長                  古谷田 力 

海老名市長                 内野 優 

綾瀬市長                  橘川 佳彦 

寒川町長                  木村 俊雄 

神奈川県中央児童相談所所長         杉山 徹   

神奈川県司法書士会会長           坂根 隆志 

神奈川県行政書士会会長           本間 潤子 

東京地方税理士会会長            木島 裕子 

一般社団法人神奈川県不動産鑑定士協会会長  髙橋 芳明 

神奈川県土地家屋調査士会会長        西田 貴麿 

神奈川県社会保険労務士会会長        中屋 裕仁 

神奈川県社会福祉士会会長          田中 晃 

社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会会長   小泉 隆一郎 

社会福祉法人藤沢市社会福祉協議会会長    小野 秀樹 

社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉協議会会長   水島 静夫 

社会福祉法人大和市社会福祉協議会会長    濱田 和博 

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会会長   前田 洋子 

社会福祉法人綾瀬市社会福祉協議会会長    鈴木 定公 

社会福祉法人寒川町社会福祉協議会会長    髙橋 伸隆 

 

 



 

 

                 令和８年６月１日 

最高裁判所長官 

今崎 幸彦 様 

 

 

 

 

 

 

 

新潟家庭裁判所出張所における出張事件処理及び
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る要望書 
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別紙要望書３



 

 

 

 

要 望 書 

 

第１ 要望事項 

 １ 調停事件の当事者から、家庭裁判所出張所での出張事件処理やウェブ会議を

利用した調停の実施希望があった場合には、かかる希望を尊重し、これらを積

極的に実施すること 

 ２ 上記１を実施するための十分な人員を家庭裁判所出張所や最寄りの本庁・支

部に配置すること 

 ３ 出張所管内に住所がある調停事件の当事者に対し、リーフレットを交付する

などの方法により、出張事件処理やウェブ会議を利用した調停が可能であるこ

とを説明し、そのうえで、当事者の意向を確認すること 

 ４ 裁判所のホームページの手続案内に出張事件処理やウェブ会議を利用した調

停が可能であることを掲載するなどの方法により、当該制度の存在を広く市民

に周知すること 

 

第２ 要望理由 

１ 新潟県内には５か所の家庭裁判所出張所があるが、このうち村上、柏崎、南

魚沼及び糸魚川の４出張所は、裁判官会議の議決によりいわゆる受付出張所と

されている。これらの出張所では、必要性がある場合には、裁判官又は調停委

員会の判断により家事事件の出張事件処理を行うこととされているが、前記４

出張所では、出張事件処理がほとんど行われていない。 

各出張所管内の住民が出張所に家事調停の申立てをすると、事件記録が出張

所から支部に送付され、同支部から調停期日への出頭を求める呼出状が届く。

そのため、各出張所管内の住民は、調停手続を利用するために遠く離れた同支

部への出頭を余儀なくされているという実情にある。 

２ 当協議会は、令和７年８月４日、貴庁に対し「新潟家庭裁判所出張所におけ

る出張事件処理の積極的実施を求める要望書」を提出し、①調停事件の当事者

から、家庭裁判所出張所での出張事件処理やウェブ会議を利用した調停の実施

希望があった場合には、かかる希望を尊重し、これらを積極的に実施するこ

と、②上記①を実施するための十分な人員を家庭裁判所出張所や最寄りの本

庁・支部に配置することをそれぞれ要望した。 

しかし、以下のとおり、同年１０月３１日時点で、出張事件処理がほとんど
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行われていない実情に全く変化はなく、ウェブ会議の方法による調停の実施件

数も微増にとどまっており、地元の弁護士からは、同年１１月１日以降も目立

った変化はないとの報告を受けている。 

［出張事件処理件数］ 

          令和６年度   令和７年度（１０月３１日時点） 

村上出張所     ０           ０ 

柏崎出張所     ０           ０ 

南魚沼出張所    １           ０ 

糸魚川出張所    ０           ０ 

   ［出張所からウェブ会議で調停参加した件数］ 

          令和６年度   令和７年度（１０月３１日時点） 

村上出張所     １           ３ 

柏崎出張所     ０           ０ 

南魚沼出張所    １           ０ 

糸魚川出張所    ０           ０ 

   家事事件の当事者は高齢者や子育て世代であることが多く、支部への出頭に

かかる時間や費用、心理的負担は決して無視できない。受付出張所管内の住民

も、都市部の住民と同様に、自らが暮らす地域にある家庭裁判所で司法サービ

スを受けられることは、全国津々浦々、法による権利擁護を実現するために必

要不可欠である。 

そして、その実現は、地域住民の切実な願いでもある。新潟県議会は、令和

８年３月２７日、「新潟家庭裁判所出張所における出張事件処理の積極的実施

を求める意見書」を全会一致で採択しており、そこでは、多くの当事者が最寄

りの家庭裁判所支部への出頭を余儀なくされ、移動に伴う時間的・経済的負担

のみならず、多大な心理的負担も強いられていることへの懸念が表明されると

ともに、当事者が出張事件処理やウェブ会議の利用を希望した場合には、その

意向を尊重して積極的に実施することにより、地域住民が安心して利用できる

身近な家庭裁判所の機能が確立されるよう、国会と政府に求めている。まさに

これが地域住民の声である。 

   よって、当協議会は、引き続き、貴庁に対し、当事者から家庭裁判所出張所

での出張事件処理やウェブ会議を利用した調停の実施希望があった場合には、

かかる希望を尊重し、これらを積極的に実施すること、そして、当事者から要

望があった場合に実際に出張事件処理やウェブ会議を利用した調停を実施でき

るよう、家庭裁判所出張所や本庁・支部に十分な人員を配置することを要望す
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　る。

3　さらに、そもそも出張所において出張事件処理やウェブ会議を利用した調停

ができるという制度があるとの情報が、これらの制度を真に必要としている当

事者に適切に届いていないのではないかという重大な懸念がある。

　　当協議会が令和7年4月10日に新潟家庭裁判所から受領した回答書によれ

ば、出張事件処理やウェブ会議を利用した調停ができることについての当事者

への案内は「来庁者の意向に応じて」「必要に応じて」「口頭で案内している」

とのことであった。しかし、このような方法では、案内を実施するかどうか

が、対応した職員による必要性の裁量判断によって大きく左右されることにな

　り、そうなれば、出張事件処理やウェブ会議を利用した調停の制度を真に必要

としている当事者にかかる情報が伝えられない事態を生み出しかねない。さら

に、口頭での案内による場合、来庁者が正確に制度を把握し意向を表明できる

　とも限らない。

　そのような事態を防ぐためには、裁判所ホームページの手続案内のわかりや

すい位置に、受付出張所においても出張事件処理やウェブ会議を利用した調停

の制度を利用できる場合があることを掲載するとともに、裁判所の手続案内窓

口を訪れた来庁者に対しては、もれなく、これらの制度があることを記載した

リーフレットを渡したり、これらの制度の利用希望の有無をチェック方式で記

入できる申出書のひな形を渡したりする方法がある。

　また、相手方当事者に対しては、調停期日呼出状の送付の際に上記リーフレ

ットと上記申出書とを同封し、各種照会回答書を裁判所に提出する際にあわせ

て申出書を提出していただくことにより意向を確認する方法が考えられる。

　当協議会も、出張所管内の住民に対し、広報誌等を通じて、出張所において

出張事件処理やウェブ会議を利用した調停ができる制度があることを広く周知

　していくこととしているが、貴庁におかれても、一般市民に向けて、よりわか

　りやすく制度の周知を行うとともに、新潟家庭裁判所の4か所の受付出張所及

び同出張所から事件の送付を受ける各支部において、当事者の意向を的確に汲

み取り、これらの制度を真に必要としている当事者のもとにもれなく制度の光

が届く仕組みを構築するよう要望する。

新潟家庭裁判所出張所の充実を求める協議会…

会長　村上市長　高橋　邦芳
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（令和８年６月１日現在） 

 

新潟家庭裁判所出張所の充実を求める協議会  会  長 村 上 市 長 高橋 邦芳 

 副会長 糸魚川市長 久保田 郁夫 

 副会長 新潟県議会議員  与口 善之 

 監 事 新潟県弁護士会会長 大田 陸介 

  柏 崎 市 長 櫻井 雅浩 

  十日町市長 関口 芳史 

  南魚沼市長 林  茂男 

  新潟県議会議員 小野 峯生 

  新潟県議会議員 片野  猛 

  新潟県議会議員 樋口 秀敏 

  新潟県議会議員 笠原 晴彦 

  新潟県議会議員 尾身 孝昭 

  新潟県議会議員 小山 大志 

  新潟県議会議員 中村 康司 

 事務局長 新潟県弁護士会 佐藤 克哉 

 



 

 

 

 

令和８年６月１日 

 

最高裁判所長官  

今 崎 幸 彦 様 

 

 

長野家庭裁判所大町出張所及び大町簡易裁

判所の機能及び人的物的基盤の拡充を求める

要望書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大町の裁判所の充実を求める協議会 
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別紙要望書４



要 望 書 

 

 要望の趣旨 

  長野家庭裁判所大町出張所及び大町簡易裁判所について、下記のとおり要望しま

す。 

記 

１ 家裁大町出張所を、速やかに受付出張所ではない通常の家裁出張所

とすること。 

２ 家裁大町出張所に速やかに裁判官を常駐させること。 

３ 家裁大町出張所に速やかに家庭裁判所調査官を常駐させること。 

４ 大町の裁判所庁舎に速やかに児童室（調査室・試行面会施設）を

設置すること。 

５ 大町の裁判所庁舎のトイレを速やかに洋式化すること。 

６ 大町の裁判所庁舎に来庁者用コピー機を速やかに設置すること。 

 

要望理由 

１ 家裁大町出張所を、速やかに受付出張所ではない通常の家裁出張所とすること。 

大北地域（長野県大町市、池田町、松川村、白馬村、小谷村）には、長野家庭裁

判所大町出張所（以下「家裁大町出張所」といいます。）及び大町簡易裁判所（以

下あわせて「大町の裁判所」といいます。）があり、このうち家裁大町出張所は、

家事事件の受付事務と、裁判官又は調停委員会が行うことを判断した出張調停・出
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張審判のみを行う「受付出張所」であります。 

全国に 20か所ある受付出張所の半数では、ほとんど出張調停が実施されてい

ないのが実情であり、例年 100回を超える出張調停がなされている家裁大町出張

所の現在の運用も、安定的なものとは言いがたい状況にあります。また、家裁大

町出張所においては、家事審判は行われておらず、高齢化が進む中、成年後見手

続の関係者は、長野家庭裁判所松本支部（以下「家裁松本支部」という。）まで

足を運ばなければならない状況であります。 

  家庭裁判所は住民にとってアクセスしやすいことが不可欠でありますが、特

に、大北地域の交通事情や冬季の積雪などの事情に加え、高齢者、障がいを持つ

住民や幼い子どもを育てている住民、山間部に居住する住民等にとっては、ただ

でさえ家庭の問題を抱えて心細い状況において、家裁松本支部まで出向かなけれ

ばならない状況は酷であります。また、家庭裁判所が扱う問題は、人間の心の機

微に関わり、ＩＴによっても大部分は決して補えるものでもありません。 

家裁大町出張所を「受付出張所」とする現在の状況は、住民が抱える問題を解

決し、住民の権利を守るべき裁判所のあり方として正しいものとは言えないこと

から、裁判所に対する国民の信頼を損ねることのないよう、家裁大町出張所を速

やかに受付出張所ではない通常の家裁出張所としていただくよう要望いたしま

す。 

 

２ 家裁大町出張所に速やかに裁判官を常駐させること。 

大町の裁判所には裁判官が常駐しておらず、家裁大町出張所に家裁松本支部か

ら裁判官１名が来庁して月に１～２回、職務を行っておりますが、家事調停の期

日調整の選択肢が制約されるなど、解決までの期間も長期化するおそれがありま

す。 

- 52 -

 



近時、家族や価値観の多様化に伴い、家事事件は増加かつ、複雑化の傾向にあ

り、令和８年の共同親権制度導入により、その傾向が強まることは明白であり、

家裁大町出張所に裁判官が常駐していない状況は、住民の権利を制限することに

もなりますことから、速やかに裁判官を常駐していただきますよう要望いたしま

す。 

 

３ 家裁大町出張所に速やかに家庭裁判所調査官（以下「家裁調査官」という。）

を常駐させること。 

家裁調査官は、心理学や面接技法等を活かして、子どもの心情・意向を調査す

るほか、手続の進行を支援する専門職員であり、家庭裁判所に欠かせない存在で

ありますが、家裁大町出張所には家裁調査官が常駐しておりません。 

  現在の家裁大町出張所では、家裁調査官の支援を要する事件が行われることが

「予め分かっているとき」に、家裁松本支部の家裁調査官が来庁しております

が、家事事件は予測できないことが起こるものであり、家事調停を適切に進める

ためには、家事調停の実施中には常に家裁調査官の支援を得られる必要がありま

すことから、家裁大町出張所に家裁調査官を常駐していただきますよう要望いた

します。 

 

４ 大町の裁判所庁舎に速やかに児童室（調査室・試行面会施設）を設置するこ

と。 

  児童室とは、家事事件で子どもの調査を行う際、子どもが緊張しないよう、靴

を脱いで上がるカーペット敷き等にするほか、ぬいぐるみ、おもちゃ等を備え、

家裁調査官が一緒に遊びながら話を聞くなど、子どもの様子を観察できるよう作

られた部屋です。試行的面会交流（親子間の交流を試験的に実施し、その様子を

観察する）で使用することも多く、隣接する部屋からマジックミラーやビデオリ
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ンクで様子を見ることができる設計が多く、裁判所内で試行面会を行う際には、

児童室等の試行面会施設は必須であります。 

  しかし、大町の裁判所庁舎には児童室がないため、大北地域に暮らす子どもの

試行面会は、松本支部庁舎まで出向いて行うことになります。大北地域の子ども

達は、ただでさえ両親の離婚問題等で心を痛める中、移動時間のために学校を早

退しなければならないようなことも増えることになります。更に、子どもに対す

る調査を現在の大町の裁判所庁舎で行う場合、どの部屋も殺風景で、子どもは緊

張や不安のため適切な調査ができないおそれもありますことから、大町の裁判所

庁舎に速やかに児童室を設置いただきますよう要望いたします。 

 

５ 大町の裁判所庁舎のトイレを速やかに洋式化すること。 

大町の裁判所庁舎のトイレは、車椅子利用者用トイレ以外は和式です。高齢化、

バリアフリー化、一般家庭における洋式トイレの普及に加え、事故防止等の観点か

らも、洋式化いただきますよう要望いたします。 

 

６ 大町の裁判所庁舎に来庁者用コピー機を速やかに設置すること。 

大町の裁判所庁舎には、来庁者が利用できるコピー機が設置されておりません。 

事件関係者には、裁判所が保管する事件記録の謄写が認められておりますが、庁

舎外には記録を持ち出せないため、大町の裁判所では、デジタルカメラなどの機器

を自ら持参して撮影等するしかない状況にありますことから、大町の裁判所庁舎

に速やかに、来庁者用コピー機を設置いただきますよう要望いたします。 

 

７ 付言 

大町の裁判所の機能・人員・設備は、現在でも十分とは言えない状況にあります

が、急速に進む司法ＩＴ化に伴い、地方にある裁判所は、これまで以上に縮小され、
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別紙要望書５ 

令和８年６月１日 

最高裁判所長官 

今 崎 幸 彦 様 

木曽福島簡易裁判所及び長野家庭裁判所木

曽福島出張所の機能及び人的・物的基盤の充

実を求める要望書 

 

木曽の司法をあきらめない協議会 

  



- 58 - 

 

要 望 書 

第１ 要望の趣旨 

木曽福島簡易裁判所及び長野家庭裁判所木曽福島出張所について、下

記のとおり要望いたします。 

記 

１ 長野家庭裁判所木曽福島出張所を、速やかに「受付出張所」ではな

い通常の家庭裁判所出張所として位置付けること。 

２ 木曽福島簡易裁判所及び長野家庭裁判所木曽福島出張所における裁

判官の来庁回数を増加させ、将来的には裁判官の常駐を実現するこ

と。 

３ 長野家庭裁判所木曽福島出張所における家庭裁判所調査官体制を充

実させ、将来的には常駐を実現すること。 

４ 木曽の裁判所庁舎に、児童室（調査室・試行的面会交流施設）を設

置すること。 

５ 木曽の裁判所庁舎のトイレを全面洋式化すること。 

６ 木曽の裁判所庁舎の全調停室及び控室に空調設備を設置すること。 

７ 司法ＩＴ化その他の制度変更を理由として木曽の裁判所の機能が縮

小されることのないよう、地域に必要な人的・物的基盤を維持し、

さらに充実させること。 

 

第２ 要望の理由 

１ 木曽の裁判所は、地域住民が司法につながる入口であること 

木曽地域には、木曽福島簡易裁判所及び長野家庭裁判所木曽福島出

張所があります。これらは、住民が身近な場所で訴訟、民事調停、家

事調停等の手続に接するための、木曽地域における基本的な司法基盤

です。 
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しかし、木曽の裁判所には裁判官が常駐しておらず、現状では、概

ね２か月に２～３日程度、松本所在の裁判所から裁判官が来庁して職

務を行っているにとどまります。そのため、木曽福島簡易裁判所にお

ける訴訟・民事調停、長野家庭裁判所木曽福島出張所における家事調

停等は、限られた来庁日に合わせて実施せざるを得ません。 

裁判所が地図上に存在していても、住民が必要な時期に、必要な手

続を、現実に利用できなければ、司法へのアクセスが確保されている

とはいえません。木曽の裁判所を「形だけ残す」ことは、地域の住民

にとって十分な答えではありません。 

２ 「受付出張所」にとどまることによる制度的な不安定さ 

長野家庭裁判所木曽福島出張所は、家事事件の受付事務と、裁判官

又は調停委員会が実施すると判断した出張調停・出張審判のみを行う

「受付出張所」です。受付出張所における出張調停の実施は制度上当

然に保障されるものではなく、各庁の運用に大きく左右されます。 

長野県弁護士会の調査によれば、同出張所における出張事件処理の

回数は、平成２１年度２０回、平成２２年度２２回、平成２３年度１

５回、平成２４年度１２回と推移した後、近年では令和３年度１６回、

令和４年度８回、令和５年度３回、令和６年度１５回、令和７年度１

７回（令和７年１０月３１日現在）とされています。いわゆる新型コ

ロナ感染症の流行により、出張回数は一時的に減少しましたが、近年

は平成２０年代初期の水準まで増加しています。この傾向は、木曽地

域における家事調停の需要がいまだ減退していないことを示していま

す。 

全国の受付出張所の中には、裁判官が来庁しての事件処理がほぼ例

年「０回」とされている庁もあります。木曽福島出張所についても、

今後の運用次第では、上記のとおりの需要があるにもかかわらず、家

事調停の機会が失われ、機能が受付に矮小化される危険を否定できま

せん。したがって、同出張所を通常の家庭裁判所出張所として位置付
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け、家事調停等の実施を安定的に確保する体制を整える必要がありま

す。 

３ 松本支部への移動負担は、実質的な司法アクセス障害であること 

長野家庭裁判所木曽福島出張所で取り扱えない事件については、長

野家庭裁判所松本支部又は長野地方裁判所松本支部（以下「松本支部」

といいます。）に赴く必要があります。しかし、木曽福島駅から松本

駅までは鉄道で約１時間１０分、車でも約１時間２０分を要し、南端

の主要駅である南木曽駅から松本駅までは鉄道で約２時間、車でも約

２時間以上を要します。 

木曽地域と松本市とを結ぶ高速道路はなく、その唯一の動線である

国道１９号は、降雪時の予防的通行規制区間として公表されているほ

か、大雨時にも事前通行規制が実施され得ます。冬季の降雪・路面凍

結、夏季の大雨等により交通障害が生じれば、移動時間だけでなく、

手続に参加できるかどうかの見通し自体が不安定になります。 

高齢者、障害を有する住民、幼い子どもを養育する住民、山間部に

居住する住民にとって、家庭の問題を抱えた状態で松本支部まで出向

くことは、時間的・経済的負担にとどまらず、心理的にも大きな負担

です。山の向こうに裁判所があるという事実が、手続利用をためらわ

せる理由になってはなりません。 

４ 裁判官の来庁回数の増加及び将来的な常駐が必要であること 

現在の来庁回数では、訴訟、民事調停、家事調停を限られた期日に

集中して実施せざるを得ず、期日指定が難航し、事件処理の長期化を

招きます。家事事件は、時間の経過そのものが子どもの生活や当事者

関係に影響を及ぼすことが少なくありません。 

まずは裁判官の来庁回数を増加させ、木曽簡易裁判所事件と家庭裁

判所出張所事件を併せて、より柔軟で迅速な期日運用ができる体制を

整えることが必要です。そのうえで、将来的には裁判官の常駐を実現

し、木曽の裁判所が地域の公共インフラとして恒常的に機能する体制

を確立することを求めます。 
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５ 家庭裁判所調査官体制の充実は、家事事件の質と迅速性に直結する

こと 

木曽の裁判所に裁判官の来庁日がある以上、長野家庭裁判所木曽福

島出張所においても、家事調停に伴う調査や、家庭裁判所調査官の調

停への同席は、本来、木曽で実施できるはずです。ところが現状では、

松本支部に家庭裁判所調査官が配置されているのみで、木曽福島出張

所には常駐していません。 

木曽の当事者は、早期の調査のために松本支部に赴くか、限られた

来庁日程の中で調査官が同席可能な期日を待つほかありません。その

結果、次回期日まで３か月程度の間隔が生じる事例も発生しています。

家庭裁判所調査官体制の不足は、単なる人員配置の問題ではなく、家

事事件の質と迅速性の問題そのものです。 

６ 児童室、トイレ、空調設備の整備は、裁判所利用の前提条件である

こと 

⑴ 木曽の裁判所庁舎には、児童室（調査室・試行的面会交流施設）が

ありません。そのため、試行的面会交流を実施するには松本支部まで

赴く必要があり、子どもの欠席・早退、監護親等の付添い、休暇取得

等が不可避となりやすい状況です。木曽地域は人口規模が小さく、子

どもが学校を休むことが周囲の目に触れやすいという地域特性もあり

ます。 

⑵ また、木曽の裁判所庁舎のトイレは、１階の多目的トイレ以外は未

だに全て和式です。調停室や法廷が２階及び３階にあることを踏まえ

れば、利用頻度の高いトイレが洋式化されていないことは、高齢者、

障害を有する利用者、体調に不安を抱える利用者にとって大きな負担

です。 

この点、木曽地域内の役場庁舎、木曽合同庁舎、長野県立木曽病院、

公民館等の公共建物、大型小売店舗等においては、既に洋式トイレの

整備が進み、基本的には各階において通常のトイレエリア内の洋式ト

イレを利用できる環境が整っています。日常生活の場で標準的となっ
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ている水準からみても、裁判所庁舎の主要階のトイレが和式のまま残

されていることは、木曽地域内でも例外的な状態です。 

⑶ さらに、第３調停室、第４調停室、検察官待合室及び証人待合室に

は、稼働できる空調設備がありません。外気温が３５度を超えること

も稀ではなくなった夏季及び外気温が０度を超えないこともある冬季

に、これらの部屋の使用が制限されることで、調停の同時開催及び事

件当事者の別階待機などが制限され、少ない来庁日と相まって期日の

遅延を招いています。 

⑷ 上記のとおり、児童室、洋式トイレ、空調設備は、裁判所を安心し

て利用するための前提条件です。 

７ 司法ＩＴ化の時代だからこそ、地方の裁判所を縮小してはならない

こと 

司法ＩＴ化は、手続の利便性を高める可能性を持つ一方で、地方の

裁判所機能を縮小する理由として用いられてはなりません。オンライ

ン化によって補える部分があるとしても、家庭事件、調停、子どもの

調査、試行面会、本人支援を要する手続など、対面での丁寧な関与が

不可欠な場面は残ります。 

木曽地域では、平成２年の支部統廃合により長野家庭裁判所木曽支

部が廃止され、出張所へ移行した経緯があります。当時、議会や弁護

士会等が反対の意見表明・要望活動を行ったにもかかわらず、支部と

しての存続は実現しませんでした。その歴史に照らせば、制度変更を

契機として木曽の裁判所がさらに縮小されることへの懸念は、決して

抽象的なものではありません。 

８ 結語 

木曽の住民にとって、裁判所は遠くの制度ではなく、生活の行き詰

まりに直面したときに頼るべき公共インフラです。人口規模だけで司

法基盤の必要性を測るなら、山間地の住民ほど、権利救済の入口から

遠ざけられることになります。 
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